
都
市
・
創
業
・
外
国
人
材

都市計画の手続迅速化 東京都

開業ワンストップセンター 東京都

公証人の役場外の定款認証 東京都

家事支援外国人材の受入れ 神奈川県

民泊（宿泊可能な住宅解禁） 東京都（大田区）

医
療
・
保
育

外国医師の受入れ 東京都

病床数の特例 兵庫県

保険外併用療養
（先進医療の承認迅速化）

大阪府、京都府

革新的医療機器の開発迅速化 大阪府

医学部の新設 成田市

地域限定保育士
（年２回目の試験実施）

神奈川県、成田市
大阪府、沖縄県

仙台市

都市公園内の保育所設置 東京都

雇
用
・
教
育

雇用労働相談センター
（雇用条件の明確化）

福岡市

公設民営学校の解禁 愛知県

農

林

農業委員会の見直し 養父市

農業生産法人の役員要件緩和 新潟市

信用保証の農業への適用 新潟市

国有林野の貸付拡大 仙北市

2014年度 2015年度2013年度 初の活用
自治体

規制改革事項名

国家戦略特区における主な規制改革事項等の実現時期など

政府決定（成長戦略等）： 制度改革： 初の自治体による活用： .

集 中 取 組 期 間

資料２－３
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規制改革事項
6月　日本再興戦略

10月　日本経済再生本部決定

　　12月　特区法成立

9月　第7回諮問会議

6月　日本再興戦略改訂

6月　日本再興戦略改訂

6月　日本再興戦略改訂

6月　日本再興戦略改訂

10月　第10回諮問会議

　　10月　特区法案提出（11月廃案）

10月　第9回諮問会議

　　10月　特区法案提出（11月廃案）

3月　第13回諮問会議

6月　日本再興戦略改訂

6月　日本再興戦略改訂

6月　日本再興戦略改訂

10月　日本経済再生本部決定

　　12月　特区法成立

10月　日本経済再生本部決定

10月　日本経済再生本部決定

10月　日本経済再生本部決定

　　　　　　7月
　　　構造改革特区法成立

【空港アクセス】
空港アクセスの改善に向けたバス関連規制の緩和

【公社管理道路】(構造改革特区)
民間事業者による公社管理有料道路の運営を可能
化

9月
愛知県

【自家用自動車】
過疎地等での自家用自動車の活用拡大

自家用自動車

2013年度 2014年度 2015年度

容積率・都市計画
ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ

エリア
マネジメント

【家事支援外国人材】
外国人家事支援人材の活用

【随意契約】
地方公共団体による新規性等のあるｻｰﾋﾞｽに係る
随意契約要件の緩和

【ＮＰＯ】
ＮＰＯ法人の設立手続きの迅速化

【官民人材】
官民の垣根を越えた人材移動の柔軟化

【公証人】
公証人の公証役場外における定款認証

【開業ワンストップ】
外国人を含めた起業・開業促進のための各種申請
ワンストップセンターの設置

9月
福岡市

11月
通知

【旅館業法】
滞在施設の旅館業法の適用除外

4月
通知

4月
通知

3月　第20回諮問会議

3月
　第20回諮問会議

2016年度～

航空法

空港アクセス

随意契約

家事支援
外国人材

創業外国人材

旅館業法

3月
省令

汚染土壌

開業ワンストップ

クールジャパン
外国人材

6月
日本再興戦略改訂

10月　特区法案提出
（11月廃案）

公社管理道路

5月　構造改革特区・対応方針

　12月
　東京都

12月
神奈川県

10月
東京都

　12月
　省令

 4月
東京都、大阪府

9月
　東京都

3月
東京都

12月
省令

7月
特区法成立

　7月
特区法成立

　7月
特区法成立

　7月
特区法成立

12月　自治法施行令及び地方
公営企業法施行令

【古民家（旅館）】
古民家等の歴史的建築物に関する旅館業法の適用
除外など

【古民家（建築）】
古民家等の歴史的建築物の活用のための建築基
準法の適用除外

古民家（建築）

古民家（消防）

【汚染土壌】
汚染土壌搬出時認定調査の調査対象項目を限定

【創業外国人材】
創業人材等の多様な外国人の受入れ促進

都
市
再
生
/
創
業
/
外
国
人
材
/
観
光

【容積率・都市計画ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ】
都心居住促進のための容積率・用途等土地利用規
制の見直し

【エリアマネジメント】
エリアマネジメントの民間開放（道路の占用基準の
緩和）

【航空法】
航空法の高さ制限に係る特例

      12月
  特区法成立

古民家（旅館）

【古民家（消防）】
古民家等の歴史的建築物の活用のための消防用
設備等の基準の適用除外の明確化

10月　特区法案提出
（11月廃案）

10月　特区法案提出
（11月廃案）

10月　特区法案（雑
則）提出（11月廃案）

旅館業（宅建法）

　7月
特区法成立

　7月
特区法成立

　7月（雑則）
特区法成立

10月
　東京都・福岡市

【クールジャパン外国人材】
クールジャパン外国人材の受入れ促進

【旅館業（宅建法）】
旅館業法の特例対象施設における重要事項説明義
務がないことの明確化

10月　特区法案提出
（11月廃案）

10月　特区法案提出
（11月廃案）

官民人材

ＮＰＯ

　2月
福岡市

9月
仙台市

10月　第9回諮問会議 12月
通知

1月
養父市

公証人

特区で措置（点線は法律以外、二重線は今国会提出事項） 全国で実施（点線は法律以外）

国家戦略特区における規制改革事項等の実現時期など

● 初の自治体による活用（計画認定時）
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規制改革事項 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度～
6月　日本再興戦略

6月　日本再興戦略 3月　第13回諮問会議

10月　日本経済再生本部決定

　　12月　特区法成立

10月　日本経済再生本部決定

10月　日本経済再生本部決定

10月　第9回諮問会議

9月　関西圏区域会議

3月　第13回諮問会議

6月　日本再興戦略改訂

6月　日本再興戦略改訂

6月　日本再興戦略改訂

3月　第13回諮問会議 6月　日本再興戦略改訂

6月事務連絡

6月　日本再興戦略改訂

　　　　　　8月　事務連絡

6月　日本再興戦略改訂

6月　日本再興戦略改訂

3月　第13回諮問会議

ユニット型
指定介護

11月
東京都

【病床】
病床規制の特例による病床の新設・増床の容認

【保険外併用】
保険外併用療養の拡充

　7月
特区法成立

3月
第20回諮問会議

3月
第20回諮問会議

遠隔服薬指導

予防医療
ビジネス

遠隔診療

　　　　　　9月　通知

　　　　8月事務連絡

　　9月　神奈川県、成田市、
　　　　大阪府、沖縄県、仙台市

【地域限定保育士】
「地域限定保育士」の創設（政令市による当該保育
士試験の実施を含む）

【都市公園保育所】
都市公園内における保育所設置の解禁

【予防医療ビジネス】
予防医療ﾋﾞｼﾞﾈｽの推進（検体測定室における採血
行為での医行為の明確化）

【医療機器品質保証責任者】
医療機器製造販売業における品質保証責任者の資
格要件の緩和

【ユニット型指定介護】
ﾕﾆｯﾄ型指定介護老人福祉施設設備基準に関する
特例

【遠隔診療】
遠隔診療に係る要件の明確化

病床

外国医師

臨床修練

医
療
/
介
護
/
保
育

【医学部】
医学部の新設

【遠隔服薬指導】
テレビ電話を活用した薬剤師による服薬指導の対面
原則の特例

【医療法人】
医療法人の理事長要件の見直し

【iPS】
iPS細胞から製造する試験用細胞等への血液使用
の解禁

医学部

【在宅医療（16kmルール）】
在宅医療に係る保険適用の柔軟化

【粒子線】
粒子線治療の研修に係る出入国管理及び難民認定
法施行規則の特例

【医療機器相談】
特区薬事戦略相談制度の創設等による革新的医療
機器の開発迅速化

【外国医師】
国際医療拠点における外国医師の診察・外国看護
師の業務解禁

【臨床修練】
臨床修練制度の拡充

 4月
北九州市

1月
通知

11月
通知

7月
　特区法成立

外国医師診療所

地域限定保育士

10月　特区法案提出
（11月廃案）

保険外併用

3月
第13回諮問会議（拡充）

　9月
兵庫県

5月
　通知

都市公園
保育所

11月
大阪府

iPS

医療機器品質
保証責任者

医療機器相談

　7月
特区法成立

9月
大阪府、京都府

在宅医療
（16kmルール）

医療法人

　3月　第20回諮問会議 3月
事務連絡

6月
　東京都

　7月
特区法成立

　7月
特区法成立

　6月
臨床修練等特例法

11月
告示

11月
成田市

11月
省令

9月
京都府

粒子線

11月
兵庫県
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規制改革事項 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度～
10月　日本経済再生本部決定

　　　12月　特区法成立

10月　日本経済再生本部決定

　　　12月　特区法成立（検討）

10月　第9回諮問会議

　　10月　特区法案提出（11月廃案）

6月　日本再興戦略

　

10月　第16回諮問会議

10月　日本経済再生本部決定

　　12月　特区法成立

10月　日本経済再生本部決定

　　12月　特区法成立

3月　第13回諮問会議（検討）

10月　日本経済再生本部決定

10月　日本経済再生本部決定

10月　第9回諮問会議

9月　第7回諮問会議

10月　第9回諮問会議

　　10月　特区法案提出（11月廃案）

3月　第13回諮問会議

2014年度提案

2015年度提案

2014年度提案

6月　日本再興戦略改訂

10月　第16回諮問会議

　　11月　通知

4月
北九州市

3月通達
（構造改革特区）

農業委員会

【公設民営学校】
公立学校運営の民間への開放（公設民営学校の設
置）

【シニア・ハローワーク】（構造改革特区）
高年齢者等に対する重点的な就職支援

シニア・
ハローワーク

3月
第20回諮問会議

　11月
　愛知県

　12月
　通知

1月
通達

　2月
仙北市

3月
通知

9月
仙北市

11月
有期雇用特措法

　7月
特区法成立

　7月
特区法成立

4月
その他

　9月
養父市

12月
　新潟市

      3月
        高年齢者雇用安定法

企業農地取得

4月
通知

補助財産

10月　第9回諮問会議

中山間地域等
補助金

有害鳥獣
捕獲許可

　7月
特区法成立

障がい者雇用

農薬散布

【特定実験試験局】
電波に係る免許発給までの手続きを大幅に短縮

　12月
新潟市

　　　12月
　新潟市

3月
通達

国有林野（面積）

国有林野（貸付）

2月
　通知

　9月
養父市

【インターネット酒類販売】
通信販売酒類小売業に係る販売酒類の要件緩和

【農薬散布】
ﾄﾞﾛｰﾝによる農薬散布時の手続き要件の明確化

12月
　特区法成立（検討）

【国有林野（貸付対象）】
国有林野の貸付等に関する対象者の拡大

雇
用
/
教
育

【漁業生産組合】
漁業生産組合の設立要件の緩和

【中山間地域等補助金】
中山間地域等直接支払交付金の返還免除

【雇用条件】
雇用条件の明確化のための雇用労働相談センター
の設置

【有期雇用】
有期雇用の特例

【シルバー人材】
農業等に従事する高齢者の就業時間の柔軟化

農地中間管理

近
未
来
技
術

漁業生産組合

インターネット
酒類販売

公設民営学校

特定実験試験局

信用保証

農家レストラン

【農業生産法人】
農業生産法人６次産業化推進等のための要件緩和

【信用保証】
農業への信用保証制度の適用

【農家レストラン】
農家レストランの農用地区域内の設置の容認

農
林
水
産

【補助財産】
農林水産省における補助対象財産の処分に係る承
認基準の明確化

【農業委員会】
農業委員会と市町村の事務分担

　7月
特区法成立

【農地中間管理】
農地中間管理事業に関する事務手続の円滑化

【有害鳥獣捕獲許可】
有害鳥獣捕獲許可権限の市町村への移管

【国有林野（面積）】
国有林野の貸付面積の拡大

農業生産法人

3月
省令

【企業農地取得】
企業による農地取得の特例

【障がい者雇用】
障がい者雇用に係る雇用率算定の特例拡充

3月　第20回諮問会議

10月　特区法案提出
（11月廃案）

9月
福岡市

シルバー人材

雇用条件

有期雇用

6月
要綱

8月
農地法
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